
様式第２号（第４条関係） ● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する
Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要

Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要

Ｄ ： 事務事業の廃止が相当

１■事務事業の概要

　 部
課

又は施設

②項

対象と
対象の数

２■事務事業実施の状況

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

活動実績
ａ（単位)
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）

合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

単年度
担当課評価

ＡＢ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２４年度

Ａ

　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

91.0 107.4 127.6

３－1　評価結果
(アウトカム自己分
析）

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２１年度

955２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

81.5 85.1 86.0 79.5 100

　平成２６年度 　平成２７年度

指標対応実
績（単位)

856 894 903 835 1,128 1,340

　平成２１年度 　平成２２年度

1,050

1人当たり　1.9 1人当たり　1.8 1人当たり　1.5

　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２５年度

アウトプット実績（活動数値）の補足説明 a:生きがい活動支援通所事業（ミニデイサービス事業）年間参加者
b:事業委託料3.1.2.1
c:毎月8H×12月×2,900円＝278,400

２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

　平成１８年度 　平成１９年度

1,788 2,038 2006

1人当たり　2.4 １人当たり　2.3 １人当たり　2.3 １人当たり　2.4 １人当たり   1.8 当たり 当たり

288 288 278

2,044 2,061 2,113 1,977 1,873

1,500 1,750 1728

332 307 307 307 298

955（人） 1,128（人） 1,340（人）

1,712 1,754 1,806 1,670 1,575

　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

856（人） 894（人） 903（人） 835（人） 1,050（人）

　平成２０年度 　平成２１年度 　平成２２年度

２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

事務事業成果指標名 前期目標値(単位) 後期目標値(単位) 指標の説明

　豊明市生きがい活動支援通所事業年間参加者（人） 995（人） 1,050（人）
　高齢者の外出や社会参加を表す指標。平成１６年度参加者９３７人に、５年後増加率6％、１０年後増加率12％
で目標値を算出。

　介護認定を受ける前に、在宅高齢者の中、一般高齢者には出かけるきっかけを持つ人が数多くおり、支援活動は大きな存在になっている。

　介護認定を受けてはいないが、在宅高齢者の中には、出かけるきっかけが欲しい人が数多くおり、支援活動は大きな存在になっている。

　介護認定を受けていない在宅高齢者は、比較的自宅に閉じこもりがちになる傾向にあり、介護予防の観点からも大きな力を発揮している。
２－１事務事業の
実施における基本
認識

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み 社会状況等の事務事業がおかれる環境把握 市民ニーズの認識

2 2 2 2 1

１－４事務事業の
目的の精査

　家に閉じこもりがちな高齢者及び要介
護状態になるおそれのある65歳以上の全
ての高齢者

意図（対象を事務事業によっ
てどのような状態にするの
か）

　生きがい支援活動を通じて社会参加を促し、閉じこもりを等を予防することで介護予防を促す。

１－５事務事業の
内容

　趣味・娯楽活動を通し地域でふれあい、仲間作りを目的とし閉じこもりを予防する。
　JAあいち尾東農協、ＮＰＯ法人委託事業。

　⑤単位施策(小） 　介護予防の充実 コード

コード 2 2 2

「健康で安心して暮らせるふれあい・支えあいのまちづくり」 　④単位施策(中） 　介護予防・生活支援サービスの充実 コード  2 2 2 2

高齢者係 評価票作成者 高齢者担当係長　高木安司

１－３総合計画に
おける施策の体系

①節
保健福祉 　③基本施策 　高齢者福祉

社会福祉

１－１事務事業の
名称

生きがい活動支援通所事業（主要事業）（ミニデイサービス事業）

１－２担当 健康福祉部 高齢者福祉課 係



４■新規事業

５■事務事業の総合評価結果

６■次年度事業への反映

市

現状・課題

課題に対する改善策

事務事業の目的達成のためにできる新たな取組み
（可能な限り協働の視点重視）

　ミニデイサービス事業だけでなく、様々な形態の事業を地域で展開し、高齢者が積極的に地域とコミニュケーションを取れる場の提供が必要である。

　地域におけるボランティアにより、高齢者が歩いていける範囲にサロンを展開し、いつでも好きな時間帯に気楽に参加できる場を設営していく。

企業・農協・商工会 　事業の委託を受け、独自のメニューを展開することにより、高齢者の介護予防を図っている。

協働者となり得る主体・協働し担う役割

（　　　　　　　　　　）

事務事業の方向性
内容 Ａ 拡大 　現在市内７箇所で実施しており、予算上箇所数の増加は難しいが、事業内容を利用者の関心を引くものにしていくとともに、さらに周知を図り、参加人数の増加を目指す。

　地域サロンを運営していくボランティアの育成をするとともに、サロン立上げを助成していく。

市民（個人・家庭） 　市が主催する生活介護支援サポーター養成講座、ボランティアポイント制度講座等に積極的に参加していただき、地域サロンを拡大していく。

他団体等と協働し行った事業内容・
各々が担った役割

事業実施における課題

事業実施により効果があったこと
　年々、事業に関し、高齢者の認識が増し、事業参加者が増えるとともに、閉じこもり防止に効果を発揮している。サービスを受ける人は当然であるが、サービスを提供する
人も積極的に介護予防事業に関わることにより、本人自体の生きがいとなっており、この事業推進が提供者、受給者双方が介護予防に大きな効果を上げている。

市
　一般高齢者の介護予防事業として、閉じこもり防止の観点から、参加者を広報等により積極的に勧誘している。また、民生委員、地域包括支援センター
等を緊密に連絡を取り、事業の効果的な運営を図っている。

ＮＰＯ・市民団体 　事業の委託を受け、独自のメニューを展開することにより、高齢者の介護予防を図っている。

　現在、市内７箇所で実施しているが、参加者数には限度があるため、今後増え続ける高齢者にはこの事業だけではカバーしきれない。

他団体等との協働の有無・協働主体３－２

Ａ

結果

　ミニデイサービスのメニュー充実させ参加者増加に努めるとともに、地域で介護予防に取り組んでいけるようボランティアを支援していくこと。また、地域サロンを拡大していくこと。平成25年度
総合評価の結果

審査会による改善方向の指示

新規事業

市民（個人・家庭） ＮＰＯ・市民団体 区・町内会 企業・農協・商工会 学校 国・県・市町 その他 なし


